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１　はじめに

(1)調査研究の背景と目的

近年，耕作放棄地の増加や離農する農家の出現

に伴い，集落内の農地の管理など，集落の維持が

困難になっている。以前は地域住民全体の年中行

事と位置づけられていた用水路の管理を農家のみ

が担当する（中田2005）など，従来の集落を維持

してきた「伝統的な村落社会」の性格が変化して

おり，集落の社会のあり方について見直す必要に

迫られている（𠮷田2011）。

過疎化や高齢化により生活維持機能が衰退して

いることを受けて，集落営農組織や農業生産法人

により集落の農業を維持することが一部で行われ

てきた（五條1997，大竹2008）。しかしこれらは

人材確保や後継者育成などの課題があり，長濱（

2003）は，地域住民も参加できる農業生産法人の

設立や，老人や子どもを含む地域住民がより容易

に農業に参加できる方策，といった非農家も含め

た組織による集落の維持が必要だ，としている。

これに対し，新規就農者は集落の重要な人材と

して注目されてきた。新規就農者は就農する際，

集落の農家や農業生産法人との農業観の違い（野

口2013），集落行事等への戸惑い（飯坂2010），

集落の住民の信用・信頼だけでなく集落の秩序を

遵守し，家や集落の維持に寄与する存在として承

認を得る（三須田2005），等の課題を乗り越える

必要があり，その数を増やすのは容易ではない。

一方，新規就農者が新しい価値観を通して地域農

業や集落の活性化に寄与していることは，無視で

きない（例えば，大野2010）。こうした中，本市

は新たな農業の担い手を確保するため，新規就農

支援を進めており，徐々に新規就農者や親元就農

者を増やしている。新規就農者や親元就農者は地

域農業の担い手であることから，かれらへの就農

支援は集落の活性化につながると考えられる。

以上より本研究では，新規就農者の受け入れ体

制からみた就農支援上の課題について明らかにし，

集落コミュニティの活性化に関する政策について

検討する。

(2) 研究の視点

本研究では，まず市内348集落について統計デー

タ等を用いて，各集落の特徴を把握した（２章）。

次に，新規就農者，親元就農者，法人22人を対象

に聞き取り調査を実施し，就農する際の課題とそ

れを解決するための集落内での活動や取組につい

て分析した（３章）。そのうえで，京都府内の住

居と農地をセットにした条例や就農支援策につい

て紹介し，その利点について示した（４章）。そ

して，就農支援および集落コミュニティの活性化

に向け，本市が取り組むべき施策について考察し

た（５章）。

(3) 新規就農者および親元就農者の定義

新規就農者および親元就農者については，農林

水産省に従えば次のとおりに定義できる。新規就

農者は，市内に在住し，非農家，農家出身にかか

わらず，独立・自営で新たに市内において農業経

営を開始した農業従事者を指す。また，新たに法

人等に常雇い1として雇用されることにより，農業

に従事することとなった者2も含む。また，親元就

農者は，親族3が市内で農業経営をしており，独立

せず自ら農業経営をしていない農業従事者を指す。

認定就農者に認定されるためには，原則45歳以

1　年間７か月以上雇用することを指す。

2　外国人研修生及び外国人技能実習生ならびに雇用される直前

の就業状態が農業従事であった場合を除く。

3　３親等以内を指す。

〈４〉宇都宮市の農村地域における
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下の新規就農者であり，親の作付している作物と

は異なる作物を独自に作付していることや，親が

農業を完全に引退し経営の名義が移行していると

いった条件が必要である。本研究では，親が非農

家で新たに就農した新規就農者と区別する際には，

「独立経営の親元就農者」と呼ぶが，特に区別す

る必要がない場合は，新規就農者とする。

２　宇都宮市における農業集落の特徴

(1)宇都宮市における農業の特徴

本市の農家数は，6,141戸（農家世帯員20,623

人），そのうち農業就業人口は7,446人（男性

3,600人，女性3,846人）である4。就業人口の高

齢化率は55.9％と，半数以上を65歳以上が占めて

おり，今後のさらなる高齢化が懸念される。また，

本市の経営耕地面積は，10,470ha（田9,031ha，

畑1,056ha，樹園地383ha）であり，鬼怒川水系を

中心とした水田地帯，市域東西部の台地畑作地帯

により形成されている。加えて，首都圏や都市近

郊に位置しているため，市内，県内だけでなく首

都圏への農産物の供給基地として位置づけられて

いる。

本市の農産物としては，水稲を基幹作物とし，

園芸，花卉，果樹，畜産など多様な農産物が生産

されている。その中でも本市がうつのみや農産物

ブランド推進事業として力を入れている作物は，

トマト，イチゴ，アスパラ，ナシ，ニラ，シイタ

ケ（宮どんこ），米（みやおとめ），牛肉（宇都

宮牛）である。

(2) 主成分分析およびクラスター分析からみた宇

都宮市における農業集落の特徴と新規就農者

農林水産省の平成22年農林業センサスより30変

数を用いて，SPSS14.0を使用し主成分分析を行っ

4　平成 22年農林業センサスによる。

た（表１）。その結果，第１～７主成分を抽出す

ることができた。第１～３主成分は，固有値が２

以上，累積寄与率が58.52％に達したため，第１～

３主成分により各集落を性格づけられるとした。

また，次のような傾向から第１～３主成分を名

づけた。第１主成分は，農業就農者が多く，耕作

地面積が全体的に広く，とりわけ稲の作付面積が

広い傾向がみられたことから，「土地利用型農業

性」とした。第２主成分は，耕作地面積が全体的

に狭いが，畑面積や野菜類の作付面積，施設の作

付面積が広いことから，「集約型農業性」とした。

1 2 3 4 5 6 7

0.93 0.03 0.24 -0.08 0.03 -0.11 -0.02

0.95 0.03 0.12 -0.15 -0.09 -0.07 -0.01

0.39 0.00 0.46 0.17 0.34 -0.17 -0.05

0.49 -0.08 0.24 0.09 0.25 -0.32 -0.09

0.74 0.14 -0.01 -0.05 -0.20 0.03 0.01

0.92 -0.01 0.15 -0.18 -0.04 -0.07 -0.01

0.84 -0.08 0.25 -0.26 -0.02 -0.08 -0.04

0.80 0.19 -0.18 0.11 -0.05 -0.02 0.06

0.92 -0.14 -0.13 0.11 -0.10 -0.07 0.02

0.88 -0.25 -0.17 0.07 -0.04 -0.11 0.02

0.51 0.58 0.13 0.13 -0.12 0.06 -0.04

0.22 0.36 0.19 0.32 -0.48 0.29 0.17

0.32 0.26 0.59 0.30 0.24 0.21 0.14

-0.06 0.15 0.40 0.28 0.48 0.38 0.19

0.97 0.09 0.02 -0.04 -0.12 -0.02 0.02

65 0.91 0.04 0.19 -0.19 -0.09 -0.03 -0.04

64 0.89 0.13 -0.17 0.13 -0.14 0.00 0.08

0.33 -0.09 0.41 -0.54 0.12 0.19 -0.13

0.71 -0.47 -0.21 -0.05 0.07 0.19 0.08

0.45 0.57 -0.44 0.01 0.18 0.17 -0.04

0.12 -0.02 0.17 -0.12 -0.13 -0.12 0.78

0.42 -0.59 -0.10 0.43 0.00 -0.01 -0.09

0.09 0.09 0.16 -0.03 -0.36 0.50 -0.37

0.15 0.19 0.19 0.12 0.00 -0.26 -0.32

0.35 -0.51 -0.18 0.50 -0.03 0.04 -0.07

0.75 -0.50 -0.25 0.10 0.07 0.17 0.06

0.38 -0.49 -0.10 -0.33 0.26 0.43 0.04

0.52 0.48 -0.57 -0.03 0.30 0.02 -0.01

0.53 0.48 -0.57 -0.03 0.29 0.01 -0.01

0.45 0.06 0.41 0.19 0.10 -0.01 -0.15

12.09 2.89 2.58 1.47 1.28 1.11 1.02

40.31 9.63 8.58 4.89 4.27 3.72 3.41

40.31 49.94 58.52 63.41 67.68 71.39 74.80

表１　主成分分析の結果

注１）色を塗っている主成分得点は，絶対値 0.40 以上。
注２）集落面積は，ArcGIS 上で計算して算出した。

平成 22 年農林業センサスから作成
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5　農林業センサスでは，単位に満たないもの（例：0.4ha）は「0」，

調査は行ったが事実のないものは「-」，個人，法人又はその他の

団体の個々の秘密に属する事項を秘匿するため，統計数値を公表

しないものは「X」，事実不詳又は調査を欠くものは「…」，として

データが提供されている。本研究では「0」，「-」，「X」，「…」とさ

れているものはすべて0として分析した。また，データは正規化し

て分析に用いた。

5
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第３主成分は，高齢化率が高く，耕作放棄地面積

が広く，自給的農家が多い傾向がみられたことか

ら，「農業衰退性」とした。

次いで，第１～３主成分を用いて，Ｒ3.3.1を使

用し，ウォード法によりクラスター分析を行い，市

内348集落を次の４タイプに分類した（表２，図１）。

タイプ１は都市近郊農業が維持できている集落

（都市近郊型），タイプ２は土地利用型農業と集

約型農業の両方行っているが今後農業が衰退傾向

にある集落（衰退傾向型），タイプ３は自給的農

家が多く，耕作放棄地も増えている農業経営が困

難になっている集落（農業困難型），タイプ４は

土地利用型農業が中心の集落（土地利用型）とし

た。

本市の新規就農者の平成19～27年度の推移をみ

ると，平成21年度に最も多くなり（38人）5，そ

の後，年20～30人で推移している。そのうち，非

農家出身の新規就農者については，農家出身の新

規就農者に比べて少ないが，平成27年度に急増し

ている。平成19～27年度までの新規就農者の数は

222人6であり，集落タイプによらず市内全域に分

布している7（図１）。各集落タイプの農家戸数8

の構成比から新規就農者数の期待数を算出し，そ

の期待数と実測数の適合度について分析したとこ

ろ，適合している結果となった9。ここから，各

集落タイプに関係なく，新規就農者が分散して就

農していることがわかった。これは，集落の活性

化を特に必要としている集落に対して，新規就農

者が上手く参入できていないことが推測できる。

(3) アンケート調査結果からみた宇都宮市におけ

る農業集落の特徴

平成27年度「地域の農業（担い手と農地）の

将来に関するアンケート」（市内に農地がある市

外の農家を除く，Ｎ=6,26210）のデータを用いて，

（２）で分類した４タイプの集落における，各地

域の10年後の地域農業の問題の有無，地域内で必

5　法人は平成 23年度よりデータを取り始めた。

6　新規就農者である期間は，就農して５～６年間であるが，元

新規就農者を含めた数である。

7　都市近郊型71人，衰退傾向型92人，農業困難型49人，土

地利用型10人である。

8　平成 22年農林業センサスによると，都市近郊型1,940戸，衰

退傾向型2,153戸，農業困難型1,725戸，土地利用型323戸である。

9　新規就農者は，居住地のある集落に基づいて分類し分析に用

いた。そのため，農地のある集落に基づく集落タイプとは異なる

場合がある。χ２値は 5.693，自由度は３，p 値は 0.128と算出で

きた。

10　集落タイプ別回答者数は，都市近郊型1,930人，衰退傾向

型 2,303人，農業困難型1,792人，土地利用型 237人である。

表２　クラスター分析により分類した４タイプにおけ

る第１～３主成分得点の平均値　　　　

図１　クラスター分析による集落の分類および

　　平成 19 ～ 27 年度の新規就農者の分布

注）新規就農者の位置データは，居住地の住所データ
　　を用いた。
平成 22 年農林業センサス，農業企画課の資料から作成

平成 22 年農林業センサスから作成
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要な取組，各個人の10年以内の農業経営方針，農

地の集約化の意識，後継者の有無について分析し

た。

各集落タイプの10年後の地域農業の問題の有無

については，すべての集落タイプにおいて「問題

あり」との回答が半数以上を占めており（3,468

人，55.4％），地域の農業に対して危機感を抱い

ていることがわかった。とりわけ，農業困難型の

集落は「問題なし」と回答している割合が他のタ

イプの集落よりも少なく（119人，6.6％），地域

農業に対してより危機感を抱いていた。

また 10年後の地域農業の問題としては，どの

集落タイプも地域農業の高齢化が最も多く（2,353

人），地域農業の担い手不足（1,079 人），耕作放

棄地の増加（920 人）の順になっており，地域農

業の高齢化がより進み，若い農家が少なくなるこ

とが考えられた（図２）。

地域農業にとって今後10年間で必要な取組につ

いては，どのタイプの集落も「地域で担い手を育

てる」との回答が最も多く全体で28.8％であった

（図３）。しかし，「担い手に農地の集積」をす

ることに対しては，8.5～11.4％とどの集落もあ

まり積極的ではないことがわかった。「特になし

」との回答については，土地利用型の集落の割合

が最も少なく，土地利用型の集落は他の集落より

も取組の必要性を検討していることがうかがえた。

加えて，各個人の農地の集約化の意識については，

どの集落においても「今後引き受けるつもりはない」

との回答の割合が，最も多かった（図４）。しかし，

土地利用型の集落については，「農地を引き受け

ている」，「今後引き受ける意欲はある」の割合が

他の集落よりも多く，農地の集約化に比較的意欲

的であることがわかった。

一方，各個人の10年以内の農業経営方針につい

ては，どのタイプも「10年間で経営規模を維持」

するとの回答が最も多く，次いで「10年間で引

退」するとの回答が多かった（図５）。しかし，

土地利用型の集落は，他の集落タイプよりも「10

年間で引退」する割合が少なく，「10年間で規模

拡大」を考えている割合が多いことから，農業経

営に積極的であることがわかった。また，「10年

間で規模拡大」をする内容としては，最も多いの

が「農地の規模拡大」（全回答数253，41.6％）11

であった。

11　全複数回答数は608（都市近郊型162，衰退傾向型 245，農

業困難型175，土地利用型 26）であり，そのうちの割合を示す。

図２　各集落タイプにおける 10 年後の地域農業の問題

注）複数回答
平成 27 年度「地域の農業（担い手と農地）の将来に関

するアンケート」から作成

図３　各集落タイプにおける 10 年以内に必要な取組

平成 27 年度「地域の農業（担い手と農地）の将来に関
するアンケート」から作成

図４　各集落タイプにおける農地の集約化の意識

平成 27 年度「地域の農業（担い手と農地）の将来に関
するアンケート」から作成

●市政研究センター研究論文
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さらに，各個人の後継者の有無については，ど

の集落も「後継者なし」の割合（全33.6％）が

「後継者あり」の割合（全29.9％）よりも若干多

かった（図６）。さらに，後継者の内訳をみると，

どの集落においてもほとんどが「家族」であった。

以上の分析から，地域農業や各個人の農業経営

については，各集落ともに高齢化・後継者不足を

感じていた。しかし，地域での担い手の育成や家

族以外の担い手に農地や経営を任せることにはあ

まり積極的ではなく，各集落とも経営規模を維持

すること以外には手が回らない状況がうかがえた。

３　新規就農者・親元就農者の就農時　

　 における課題と地域との関わり

(1)宇都宮市における新規就農者・親元就農者へ

の支援政策

本市では，国，県の支援制度も活用しながら，

これらの新規就農者の就農段階にあわせた支援事

業を独自に行っている（表３）。就農準備期以降

の支援事業の多くは，認定就農者12および認定農

業者の子息が対象であり，支援事業を受けるため

には，認定就農者の認定を受ける必要がある。

(2) 新規就農者・親元就農者の就農時における課

題と集落との関わり

本研究では，新規就農者および親元就農者は，

集落の農業の担い手であることから，かれらへの

就農支援は集落の活性化につながると考えた。そ

のため，新規就農者や親元就農者の就農理由やプ

ロセス，就農の際の課題と取組，集落との関係に

ついて把握することにより，現在の就農支援の課

題を明らかにすることを目的に，聞取り調査を実

施した。聞取り調査は，市内の新規就農者，親元

就農者，法人22人を対象に，平成28年11月４日～

12月12日に①就農理由とプロセス，②作付作物と

経営戦略，③就農の課題と取組，④集落内での活

動，についてデータを収集した（表４）。

就農プロセスをみると，元々本市出身であるが，

進学や就職のために一度市外に出ており，転職や

就農のために市内に戻ってきている人がほとんど

であった。就農理由としては，認定就農者の多く

12　原則18歳以上45歳未満（知識・技能を有する者は65歳未満）

で，市町村から「就農計画」の認定を受けた新規就農者を指す。

図５　各集落タイプにおける各個人の10年以内の

農業経営方針  　　　　　　　　　

平成 27 年度「地域の農業（担い手と農地）の将来に関
するアンケート」から作成

図６　各集落タイプにおける各個人の後継者の有無

平成 27 年度「地域の農業（担い手と農地）の将来に関
するアンケート」から筆者作成

表３　本市における新規就農者の支援制度

筆者作成

宇都宮市の農村地域における新規就農者の受け入れ体制からみた集落コミュニティの活性化
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表４　聞取り調査対象者の就農プロセスと理由，および就農時の課題と取組

筆者作成
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が，農業に対してビジネスとしてやりがいや魅力，

将来性が見込まれると考えており，一企業として

起業したように捉えていた（９人）。農家番号１は，

ベンチャーマインドを掻き立てられ，将来農業の

ＩＣＴ技術開発や経営コンサルタント等の事業を

起業できると考えていた。また，農家番号６・７は，

将来ワインを製造し，ワイナリー等の観光農園の

運営を検討していた。農家番号 11，16 も将来法

人化を検討しており，農家番号４，法人 21，22は，

障がい者や定年退職した高齢者を雇っており，就

業支援事業として今後広げていく可能性も検討し

ていた。一方，親元就農者は，親の後を継ぐため

との回答がほとんどであった（４人）。

就農時の課題としては，農業技術の習得（10

人），資金確保（８人），農地の確保（７人）等

があげられた。親元就農者は，親が持っている農

地を活用でき，親と同じ作物を作付しており，同

じ農業機械を利用できるため初期費用がかかって

いなかった。これに対して，新規就農者は，農地

を一から確保しなければならず，独立経営の親元

就農者も親と異なる作物を作付することから，農

業機械を新たに購入する等の初期費用がかかって

いた。

このうち，資金確保と農業技術の習得について

は，補助金や研修制度といった支援制度を利用す

ることで課題に対応していた。農家番号５・13に

ついては，資金不足を解消するため，共同で農業

機械を購入していた。しかし，親元就農者は，こ

れらの支援制度が受けられないため，農業機械を

新調したい場合や親等から直接農業技術を継承で

きない場合には，困難になっていた。

農地の確保については，支援制度があるものの，

農家番号５のように，研修終了後土地が見つから

ず，40a以上になり経営農家として認められるの

に２年もかかった事例や農家番号２，11のように，

農地が見つかっても耕作条件が悪かった事例，           

農家番号６・７のように，農地だけでなく作業場，

水場，トイレの確保で苦労した事例もあった。

新規就農者の多くは，農地がある集落外に居住

しており，農地に通っていた。そのため，集落内

の活動としては，親元就農者に比べ，消防団や自

治会への参加が少なかった（７人）。しかし，新

規就農者は，行事への参加や集落内の農家，研修

先や同期生の農家，ＪＡの部会13等との交流を重

視し積極的に行っていた。これは，農地の確保や

農業技術の相談について，これら交流を通して行

うことで，集落内に居住していなくても農地や農

業技術の情報を確保できるように配慮しているた

めであった。

とりわけ，農家番号２は，ＳＮＳのLINEを活

用し，市内の若手イチゴ農家中心のグループを形

成し，農業技術の相談や共同で農作業をしていた。

また，農家番号５・13は，とちぎ未来塾での同期

生であり，農家番号13が農家番号５に農地を紹介

し，共同で農業機械の購入や農作業を手伝うなど，

２つの農家で集落営農のような形を形成していた。

農家番号２，８，９，12についても，とちぎ未来

塾の同期生であり，農業技術の相談や農作物の購

入等の交流を行っていた。加えて，居住地と異な

る集落の活動に参加しづらい中，集落のお囃子保

存会に所属し，集落内の伝統行事を継承している

農家番号６・７の事例や，作業場の一部にコミュ

ニティスペースを設け，農業高校の生徒や農業体

験を求めている都市部住民と集落の住民との交流

イベントを定期的に開催することで集落の活性化

に貢献している農家番号１の事例もあった。

これに対し，親元就農者は，行事への参加や集

落内の農家，ＪＡの部会等との交流のほか，消防

団や自治会に参加することで，より農地の賃借情

報や農業技術の相談がしやすい状況にあった。農

家番号９，13，16によると，消防団に入っている

農家は，ＪＡの部会等でも顔を合わせ頻繁に交流

13　ここでは，ＪＡの専門部会や青壮年部，勉強会等の活動を指

す。
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しており，とりわけ集落内で空いている農地を借

りて欲しいと依頼がくる，とのことであった。

さらに，集落からの動きとして，農家番号５・

13の集落では，居住の有無にかかわらず農地が

集落にある農家に対し，集落の農地保全会への入

会を義務づけている事例が一部みられた 14。

４　京都府内での農村地域への　　　

　　　　　　　　移住促進に向けた政策

　

以上，２～３章から，集落内で家族以外の新規

就農者に農地や経営を任せる意思が低いうえに，

新規就農者の住居と農地が異なる集落にあること

が農地の確保の妨げになっていることがわかった。

本章では，京都府の住居と農地をセットにした政

策と新規就農者への支援制度を事例として取り上

げることで，制度の優位性について検討する。

(1)「京都府移住の促進のための空家及び耕作放

棄地等活用条例」

京都府15は，過疎化・高齢化が進む農山漁村へ

の移住対策を強化するため，平成28年４月から

「京都府移住の促進のための空家及び耕作放棄地

等活用条例」（以下「条例」という）を施行した。

中山間地域は空家や耕作放棄地が放置されてい

る状況がある。また，集落活動には，農地や山林，

地域文化の維持・管理・継承，草刈等の共同作業，

冠婚葬祭等の行事といった従来の農村集落の活動

が含まれるため，移住者が非農家であっても農業

に従事・関係する，との考えが条例策定の背景に

ある。条例の内容は，①移住促進特別区域（以下

「特別区域」という）の指定，②空家所有者の責

14　農家番号５・13の集落では，多面的機能支払制度を利用し，

集落の農地保全会で遊休農地の把握と景観としての活用を進めて

いた。

15　京都府は京都市が府内人口の57%を占め，県庁所在地への人

口集中割合が東京都に次いで高く，周辺市町村の集落での過疎

化・高齢化が進んでいる。府内全農村集落1,703 集落のうち141

集落が 65歳以上の人口が５割を超えている。

務，③税の軽減等の支援処置，④支援対象となる

空家・農地の登録，⑤空家・農地を一体的に活用

する事業者支援，となっている。

①の特別区域は，旧村，旧小学校区単位（自

治会単位）であり，現在移住者の受入れを重視し，

移住促進への取組計画を策定した８市町36地区が

指定されている。特別区域は，「命の里」事業16

や日本型直接支払制度等で地域活動や営農活動等

を元々実施していた京都市以北の丹後，中丹，南

丹地域の地区が主に指定されている17。⑤の事業

者としては，個人から企業，ＮＰＯ等さまざまな

事業者が該当する。事業内容としては，登録され

た空家と農地をセットで活用することが定められ

ており，事業計画が移住の促進および地域の活性

化に寄与すると京都府知事に認められたものであ

る。事例としては，個人の住居と農園としての利

用のほか，体験農園つきの農家民宿，滞在施設つ

き市民農園としての利用などが想定されている。

(2)「担い手養成実践農場整備支援事業」および「援

農マッチングシステム整備事業」

京都府が実施している就農支援策 18 のうち，担

い手養成実践農場整備支援事業とは，新規就農を

めざす研修生の地域定着を図るため，就農予定地

域で１～２年間の実践的な研修を行うものである。

研修後に就農して耕作する農地は，実践農場

として研修生が利用した農地である。これにより，

一部例外19を除き，基本的には住居と農地が同じ

16　「命の里」事業は，地域住民による地域連携組織が，京都府，

民間企業やＮＰＯなどのサポートを受けながら，人材育成や地域

づくり，地域ビジネスづくり，福祉バス運行等に取り組む事業で

ある。この事業では，改修した空家を活用した移住・定住の取組

も行っている。

17　たとえば，南丹市では，条例施行以前から，空家や農地を斡

旋する移住促進政策を独自に実施しており，すでに実績があった

ことから特別区域に指定されている。

18　京都府が実施している就農支援としては，農林水産業ジョブカ

フェの設置，就農インターンシップ，担い手養成実践農場整備支

援事業，人材育成事業，援農マッチングシステム整備事業がある。

19　京都市内に近い場合は，空家がないため，場合によっては住

居と農地のある集落が異なることもある。
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集落にあり，研修した地域で研修後に就農するこ

とが制度を使用する条件になっている。研修には，

認定農業者や指導農業士等を技術指導者，農家組

合長や自治会長等を担い手づくり後見人として配

置している。これにより，農業技術指導だけでな

く，研修農場や住居となる空家の確保等において

もサポートできるようにしている。

また，援農マッチングシステム整備事業は，農

作業を手伝う市民ボランティアを農作業応援隊

（以下「援農隊」という）として登録し，農家か

ら募集のあった農作業へ派遣するマッチングシス

テムである。多くの農家は，高齢化や過疎化に

より定植時期や収穫時期等に人手が不足している。

また，農業に興味があり，都市部にはない経験を

求める市民が増加している状況がある。農作業は，

援農隊として登録した市民が自由に選ぶことがで

き，個人だけでなく，ＮＰＯ，自治会，学校，企

業団体等の登録も可能である。事業を利用してい

る南丹市では，平成28年度現在６戸の農家が援農

マッチングシステム整備事業を活用している。こ

のうち，新規就農者がミブナ収穫に援農隊の支援

を受けている事例，さらに，南丹市で援農隊とし

て活動していた大阪府在住の登録者の新規就農に

つながった事例もある。

以上より，同じ集落内に空家と耕作放棄地が存

在している状況が一般化している京都府において，

住居と農地が同じ集落内に確保される制度は，新

規就農者の就農を保障するだけでなく，地域住民

にとっても農業の担い手が定着することにつなが

っている点で優位である。

５　宇都宮市の就農支援および集落　

コミュニティの活性化政策の方向性

以上２～４章より，本市における新規就農者・

親元就農者および集落を取り巻く課題としては，

次のように整理できる。①新規就農する際の課題

には，土地の確保，技術の習得，営農資金の確保

がある。これらに対し，新規就農者は支援制度や

集落内の農家と交流することで克服に努めている。

②従来の農家は知らない人に農地を貸したがらな

い傾向にある。そのため，居住地と農地が異なる

集落にある新規就農者は，集落内の空いている農

地を借りて欲しいという依頼を受けにくいことか

ら，農地の確保が困難になっている。③集落では，

集落に農地があっても居住していない新規就農者

を消防団などの自治会活動に参加させることがで

きない。これは，集落の活性化を阻害する要因に

なる。④資金確保については，補助金等の支援を

活用できるが，年齢制限や独立経営など制度上の

問題がある。

以上の①～④の課題をふまえ ,本市における就

農支援および集落コミュニティの活性化に向けた

政策の方向性について，以下に提案する。

①については , 新規就農者を含めた集落の交

流促進支援を行うことである。南丹市で行ってい

る集落の教科書 20 や移住ツアーのようなお試し居

住・就農をする取組は，新規就農者が集落へ入り

やすくなると共に，集落にとっても地域のコミュ

ニティを見つめ直す良い機会になると考えられる。

さらに，本市の動きとして，多面的機能支払制度

を利用した集落の農地保全会のように，居住に関

係なく集落に農地がある農家を含めて，集落内の

農地の活用を検討する取組を注視すべきである。

また，京都府の援農隊のような農作業支援システ

ムについても実施するべきである。本市において

も農業体験の講習会を実施しており，子どもから

中・高齢者まで広く農作業に親しんでいる。この

講習会利用者を援農隊として取り込むことで，集

落内で高齢化や過疎化により農作業が困難になっ

ている問題を一部解消でき，新たな新規就農者が

20　南丹市は独自の移住促進事業として，ＮＰＯと地域住民で「集

落の教科書」を作成しており，移住者が地域で生活する際の心得

や，地域住民のために集落での行事の方法等をまとめている。
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出てくる可能性も見込まれる。

②・③については, 従来の農地だけでなく居住

を含めたマッチング支援を行うことである。現在

の土地の賃借支援では，研修が終了しても農地が

確保できず，すぐに就農できなかった事例もみら

れた。京都府の条例や就農予定地域での研修事業

のように，研修後の就農と居住を保証するシステ

ムを確立するべきである。そのためには，空いて

いる農地や住宅の見える化を進めるため，ＧＩＳ

やＩＣＴ等を活用して農地や住宅を把握し，イン

ターネットで情報提供サイトを運営する。

④については，申請者の事業計画の実態調査と

そのデータベース化を行うことで，無理のない事

業計画を把握し，就農経験を紹介することである。

そのうえで，45歳以上の新規就農者や親元就農者

が利用できる補助金の整備や，農業技術と合わせ

て経営方法を学べる講習会や研修会を開催する。

以上の支援策を行うためには，県，市，ＪＡ，

農業公社，地域の農家組合や自治組織等とより緊

密に連携した情報共有の仕組みづくりを行うべき

である。本市の就農支援策には，段階的にさまざ

まな組織が関わっており，窓口が多く広く開かれ

ている反面，担当機関がわかりにくい。また，地

域の自治組織を取り込んでいくことで，集落内の

農地や住居，地域農業の状況をより詳細に把握す

ることができ，地域内で農業を助け合う仕組みを

つくることもできる。一方，集落内で空いている

農地については，市や農業公社も積極的に情報を

集めていく努力も必要である。今後農家の世代交

代が進み，農家を継がない選択をした場合，空い

ている農地が出てくることも考えられる。その際

に，新規就農したい人に上手く農地を貸し出せる

ような仕組みづくりをするべきである。

６　おわりに

本研究では，新規就農者の受入れ体制に着目し，

集落コミュニティの活性化政策について検討して

きた。新規就農者は新しい価値観を持ち農業に対

してビジネスとしての魅力を感じており，農業だ

けでなく集落コミュニティの活性化を進める存在

である。新規就農者にとって，農地と居住地が異

なり，地域を越えて就農することは非効率である。

また，集落にとっても農地の集約が進まず，今後

さらなる農業経営の困難化や集落の衰退が進むこ

とが考えられる。新規就農者は，農業に対して将

来性やＩＣＴの技術開発，農村観光，就労支援等

の新しいビジネスの可能性を見込んでいる。その

ため，今後郊外部での農業をキーワードにした就

業も増えると考えられ，郊外部に新規就農者が増

えることで，各集落の活性化も見込まれる。その

ため，新規就農者への就農支援策の整備を早急に

進めることが重要である。

本研究では，農業企画課および農林生産流通課

の担当者，新規就農者，親元就農者，法人の担当

者など多くの方々にご協力いただきました。心よ

り御礼申し上げます。
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